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第１章 業務概要 

本組合消防本部では、令和 11 年度から３か年にわたり、消防本部・米沢消防署

の建替えと現庁舎の解体を計画している。建設場所は、現在の消防本部・米沢消防

署(以下「既存庁舎」という。)に隣接する米沢市役所の倉庫跡地を予定している。既

存庁舎及び米沢市役所と同一敷地内であることから、消防緊急車両、米沢市役所来庁

者及び工事車両の動線が輻輳する上、狭隘な敷地内での庁舎建設と既存庁舎の解体を

進めなければならない。 

また、建設予定地は洪水浸水想定区域となっており浸水対策が必要であることから、

庁舎整備を進めるに当たっては専門的な知識や知見が必要となる。 

これらの課題に対応するため、発注者の側に立ち、計画・発注・設計の各段階にお

いて、各種課題を解決するコンストラクション・マネジメント方式(ＣＭ方式)を採用

し、工事を安全に進めるとともに、工期短縮、コスト削減及び品質の確保を図るもの

である。 

１ 業務名 
置賜広域行政事務組合消防本部・米沢消防署庁舎整備に係るＣＭ(コンストラ

クション・マネジメント)業務委託(以下「本業務」という。) 

２ 本業務の留意事項等 
(1) 受注者は、本業務に対し計画段階、発注段階、設計段階において、発注者の

方針や意向を十分に理解し、品質・工期・コストに対する意図を踏まえた上で、

関連する各分野における専門性の高い技術力を有する者を随時、適切に配置し

て本業務を遂行すること。また、良質かつ安定的な支援を契約期間中、継続的

に提供すること。 

(2) 受注者は、常に発注者の立場に立ち、発注者の利益を守ることを最大の任務

と捉えて、本業務を実施すること。また、契約期間中、発注者との高い信頼関

係及び倫理性の保持を徹底すること。 

(3) 受注者は、本整備事業に関連する設計者、施工者から、常時完全に独立した

立場の維持を徹底すること。 

(4) 受注者は、本業務の実施に関し、疑義が生じた場合には、速やかに発注者と

協議を行うこと。また、本業務の遂行に当たり、本業務における発注者の方針

や意向を満たす上で、当然必要な業務であると発注者が考えるものに関しては、

本業務に含まれるものとして遅滞なく遂行すること。 

３ 履行期間 
契約締結の日から令和１１年３月３１日までとする。 
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第２章 対象事業概要 

１ 事業名称 
置賜広域行政事務組合消防本部・米沢消防署庁舎整備事業(以下「本整備事業」

という。) 

２ 事業内容 
(1) 新庁舎及び訓練場等の付帯施設の建設、外構工事 

(2) 既存庁舎の解体撤去(訓練塔及びデジタル無線関係施設（局舎、アンテナ鉄塔

等）含む) 

３ 建設場所(予定) 

米沢市金池五丁目地内(現庁舎敷地周辺) 約６，９００㎡ 

４ 規模(予定) 

延床面積 約４，３００㎡ 

５ 概算事業費 

設計業務          １５０，０００千円 

建設工事及び施工監理  ２，２５０，０００千円 

無線移設及び解体工事    ２２０，０００千円 

合計          ２，６２０，０００千円 

※概算事業費は令和４年度に本組合が試算した金額である。 

※敷地測量、地質調査及び移転の費用は含まず。 

６ 事業スケジュール(予定) 

本整備事業は、基本設計・実施設計・施工 ・工事監理一括発注(ＤＢ方式)で進め

る計画である。 

なお、配置計画によっては、既存庁舎解体後に付帯施設の工事を行う場合がある。 

令和 ９年 ４月 工事公募開始 

令和 ９年１１月 契約議決 

令和１１年 ３月 基本設計、実施設計策定 

令和１１年 ４月 新庁舎、付帯施設工事着工 

令和１３年 ３月 新庁舎、付帯施設工事竣工 

令和１３年 ４月 新庁舎供用開始 

令和１３年 ４月 既存庁舎解体工事着工 

令和１３年１２月 既存庁舎解体工事完了 
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第３章 業務仕様 

本仕様書に記載されていない事項は、日本コンストラクション・マネジメント協

会発行の「ＣＭ(コンストラクション・マネジメント)業務委託契約約款・業務委託

書(2022 年７月改訂)(以下、「ＣＭ業務委託契約約款・業務委託書」という。」)を基

本とし、発注者と受注者で協議し決定する。 

なお、これらに記載のない事項であっても、本業務の性質上必要と思われるもの

は、受注者の責任において完備しなければならない。 

１ 管理技術者等の資格及び実績要件 
(1) 管理技術者(受注者に所属するものに限る。) 

日本コンストラクション・マネジメント協会の認定コンストラクションマネ

ジャー(以下「ＣＣＭＪ」という。)及び一級建築士の資格を有し、建築工事に

おいて発注者の業務支援を行うコンストラクションマネジャー(以下「ＣＭｒ」

という。)として、下記のア又はイに記す業務(以下、「ＣＭ業務」という。)の

内、いずれかの段階の業務に携わった実績があること。 

ア 設計・発注・施工の各段階において、技術的な中立性を保ちつつ発注者

の側に立った、設計・施工者選定支援、設計の検討、工程管理、品質管理、

コスト管理などの各種マネジメント業務。 

(令和２年９月 国土交通省「ＣＭ方式活用ガイドライン」参照) 

イ ＣＭ業務委託契約約款・業務委託書に記載の基本計画段階、基本設計段

階、実施設計段階、工事発注段階、工事段階の各ＣＭ業務。 

(2) ＣＭ業務を担当する各分野の主任担当者 

資格等要件は、原則として次に掲げるとおりとする。 

ア 建築(総合) 

ＣＣＭＪ又は一級建築士の資格を有する者でＣＭ業務に携わった実績

があること。 

イ 建築(構造) 

構造設計一級建築士又は一級建築士の資格を有する者でＣＭ業務に携

わった実績があること。 

ウ 電気設備 

設備設計一級建築士又は一級建築士若しくは建築設備士の資格を有す

る者でＣＭ業務に携わった実績があること。 

エ 機械設備 

設備設計一級建築士又は一級建築士若しくは建築設備士の資格を有す

る者でＣＭ業務に携わった実績があること。 
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オ 建設コスト管理 

建築コスト管理士又は建築積算士の資格を有する者でＣＭ業務に携わ

った実績があること。 

カ 工事施工計画 

一級建築施工管理技士の資格を有する者でＣＭ業務に携わった実績が

あること。 

キ 什器、備品、特殊機器計画 

認定ファシリティマネジャーの資格を有する者でＣＭ業務に携わった

実績があること。 

２ 業務を受注した場合の履行 
受注者は、置賜広域行政事務組合消防本部・米沢消防署庁舎整備に係るＣＭ（コ

ンストラクション・マネジメント）業務委託公募型プロポーザル実施要領 （以下「実

施要領」という。）に基づき提出した業務実施体制により、当該業務を履行するとと

もに、業務提案書における提案事項については、実現に向けて問題点を検討し、問

題点がある場合は改善策の提案を行うなど、発注者の承認を得て業務を遂行するこ

と。 

３ 業務計画書の提出 
受注者は、契約締結後すみやかに本業務全体の業務計画書を作成し、発注者に

提出し承諾を得るものとする。なお、業務計画書の内容を変更する場合は、理由

を明確にした上、その都度発注者に変更業務計画書を提出すること。 

また、本業務計画書に加え、各業務フェーズの開始時には、当該フェーズに係

る詳細な業務計画書を作成し、発注者の承諾を得るものとする。 

なお、実施要領に基づき提出した配置予定の管理技術者、各業務担当主任者の

変更は原則認めない。ただし、やむを得ない理由により変更を行う場合は、同等

以上の技術を有する者であることの承認を発注者から得るものとする。 

(1) 業務概要 

業務の実施方針、業務フェーズ毎の業務内容の整理、マネジメント目標(要

求品質・コスト管理・目標工程)の設定 

(2) 業務工程 

業務工程計画の作成、打合せ計画の作成 

(3) 業務実施体制 

全業務関与者の業務体制、組織計画(体系図)、業務担当表、連絡体制、連絡

先 

(4) 配置技術者名簿 

担当分野、氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験等 

(5) その他 
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発注者が他に必要とする事項 

第４章 業務内容 

１ 共通業務 
 (1) 別紙「役割分担表」の各段階に記載したＣＭｒの業務を参照すること。 

(2) 本業務の運営における伝達・記録・保存の対象となる情報を定め、情報の伝

達・記録・保存の方法を提案する。 

(3) 発注者との協議において､決定した方法に従い､情報の管理･更新･運営を行う｡ 

(4) 各種会議体の目的に応じた会議の主催者･参加者･頻度等を提案し､発注者が決

定する｡ 

(5) 各種会議体のうち､受注者が出席すると定められている会議においては､技術

的中立性のもと､発注者の支援を行う｡ 

(6) 受注者が出席すると定められていない会議については､議事録又は報告をもと

に必要に応じて発注者に助言する｡ 

(7) 参加者･頻度等各種会議について発注者から依頼がある場合､会議の主催者に

その旨を伝える。 

２ 基本計画策定支援業務 
発注者が作成した置賜広域行政事務組合消防本部・米沢消防署整備基本計画

（素案）(以下「基本計画（素案）」という。)を基に、以下に示す事項について

発注者と事前協議のうえ、検討を行う。なお、検討に際しては複数案の比較検討

を行い、検討結果を取りまとめた資料に基づき発注者に報告し、発注者による判

断を受けたうえで、令和８年１２月末までに基本計画（案）【概算事業費版】を

発注者に報告し、令和９年３月末までに基本計画（案）【全体事業費版】を発注

者に報告する。 

(1) 事前検討内容の把握 

庁舎整備を進めるに当たって､発注者が事前に検討した内容の把握に努める

こと｡ 

(2) 必要条件の整理(敷地条件､法的規制等) 

敷地面積､接道条件､法規制などの必要条件を整理するとともに､建設予定地

は洪水浸水想定区域となっていることから､浸水対策について検討する｡ 

また､豪雪地帯であることから､積雪対策として敷地内の消雪設備等につい

て検討する｡ 

(3) 必要機能の整理 

現時点で想定している消防本部・米沢消防署の規模および機能は、基本計画

(素案)に示すとおりである。ただし、機能集約化の一環として、本庁舎内に本

組合事務局を合築することを検討している。現時点ではその可否は確定してい
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ないが、合築となる可能性があることに留意すること。合築に関する最終的な

方針は、令和８年１０月下旬に決定する予定である。 

(4) 規模、配置計画の検討 

基本計画（素案）に基づき、建設予定地の敷地面積、車両動線、転回スペー

ス等を考慮して、施設の配置計画及び建物ゾーニングを検討する。 

また、訓練場、駐車場等の付帯施設について、配置計画及び建物ゾーニング

を検討するとともに、基本計画（素案）に記載のない付帯施設についても、施

設の機能及び運用上必要と考えられるものは、受注者から提案する。 

(5) 消防救急デジタル無線アンテナの移設場所の検討 

既存庁舎南側の鉄塔に設置している消防救急デジタル無線のアンテナについ

て、新庁舎の屋上に移設 （局舎設備含む）する予定である。電波伝搬調査等必要

な調査を行い、アンテナの移設場所を検討する。 

(6) 什器、備品、特殊機器の計画 

ア 計画概要の作成 

基本計画（素案）に記載された各種什器、備品及び特殊機器を基に、本事

業に必要な項目について発注者へのヒアリングを実施し計画概要を作成す

る。 

また、発注者が実施する既存の什器、備品及び特殊機器に関する現状調査

並びに転用計画・処分計画について、手法等に関する情報提供及び助言を行

う。 

計画概要を基に、什器及び備品については参考見積並びに仕様書案を徴取

する。特殊機器については、発注者が各専門事業者から参考見積及び仕様書

案を徴取するものとし、その内容の確認を行うとともに、必要に応じて助言

を行う。 

イ 什器、備品一覧表の作成 

前記の参考見積及び仕様書案を基に、消防庁舎としての機能特性(消防・

救急業務への対応、緊急出動等)を踏まえ、種類、仕様、数量及び配置計画

を整理する。あわせて、発注者の要求に応じ、レイアウトに反映する。 

また、什器、備品一覧表(型式、寸法、数量等)を作成する。 

(7) 人と環境に配慮した庁舎の検討 

バリアフリー、ユニバーサルデザインを考慮した施設設計とＺＥＢの実現に

向けた省エネルギー及び創エネルギーの手法からＺＥＢ４段階のうち実現可

能な段階を検討する。 

(8) 設計・工事・工事監理費の検証、算出 

 ア 事業費予算の検証 
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発注者が算出した対象事業の予算額について、その算定条件等を確認し、

予算額としての妥当性を検証し、令和８年１１月中旬までに検証結果を発注

者に報告する。 

イ 概算事業費の算出 

発注方法は設計・施工・工事監理一括発注(ＤＢ方式)を予定していること

から、施工会社に参入意欲を調査するとともに昨今の建設市況の状況(建築

コスト、工期等)を調査したうえで、概算の設計、施工及び工事監理費を算

出し、令和８年１２月中旬までに発注者に提示する。 

なお、当該概算額には、庁舎及び付帯施設の設計、施工及び工事監理費の

他、消防救急デジタル無線アンテナの移設費用、什器、備品及び特殊機器の

費用並びに発注者が実施したアスベスト調査結果を基に既存庁舎(訓練塔及

びデジタル関係施設（局舎、鉄塔等）含む)の解体工事費も含めること。 

ウ 全体事業費の算出 

策定した基本計画（案）【概算事業費版】を基に、設計・施工・工事監理費

を算出するとともに、本組合で検討する本整備事業に活用できる財源(緊急

防災・減災事業債等)について整理し、令和９年３月初旬までに発注者に提

示する。 

当該全体事業費の算出範囲は上記イと同様とする。 

(9) スケジュールの検討 

基本計画段階から新庁舎及び付帯施設の竣工、供用開始、既存庁舎解体完了

までのマスタースケジュールを作成する。 

３ 設計・施工・工事監理者選定準備支援業務 
本工事は、設計・施工・工事監理一括発注(ＤＢ方式)を基本とする。工事の発

注に当たり、選定方法、公募条件の整理を行うとともに、募集要領、応募様式、

基本計画（案）に基づく要求水準書等の作成を令和９年２月下旬まで行い、設計・

施工・工事監理者の選定に向けた発注者支援を行う。 

(1) 設計･施工･工事監理者選定方式の決定支援 

ア サウンディング型市場調査の実施 

ＤＢ方式について、設計会社や施工会社等へサウンディング型市場調査(ア

ンケート等)を企画し発注者に提案する。また、アンケート調査の実施を支援

し、その結果を発注者に提出する。 

イ 設計・施工・工事監理者選定方式及び選定スケジュールの作成と管理 

「公共工事の入札契約方式の適用ガイドライン【本編】平成２７年５月(令

和４年改正 国土交通省)」に基づき、選定方式(評価基準、選定プロセス)の検

討及び選定スケジュールを作成し、発注者の承認を得る。 

また、ア、イの検討経過を 「入札契約方式決定経緯報告書」として取りまと
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め発注者へ提出する。 

ウ 発注計画書の作成 

  選定方式を踏まえ、工事の発注方法、発注スケジュール、契約方法等につい

て発注者と協議し、発注計画書を作成する。 

(2) 公募条件の整理支援 

  発注計画書に基づく、設計・施工・工事監理者の公募に必要となる募集要

項、応募様式、仕様書、選定基準(評価基準)等の公募資料(案)を作成するこ

と。作成に当たっては、「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用

ガイドライン(2023 年３月)」又は「国土交通省直轄工事における技術提案・交

渉方式の運用ガイドライン(2023 年３月)」を参考とし、発注者の承認を得る。 

(3) 設計 ・施工 ・工事監理者選定における評価基準(案)、選定プロセス(案)の作成 

設計・施工 ・工事監理者選定に係る技術提案の評価観点の整理を行い、評価基

準(案)、配点(案)、審査手順、ヒアリング方法等からなる選定プロセス(案)を作

成する。 

また、落札決定基準の作成を支援するとともに、当該基準(案)について学識

経験者の意見を聴取するための調整を行う。 

(4) 設計・施工・工事監理者選定資料(案)作成 

選定方式に基づき、設計・施工・工事監理者選定に必要となる事業者選定資

料(案)を作成する。 

(5) 要求水準書の作成(付帯施設、解体工事、アンテナ移設、什器、備品、特殊

機器含む) 

ア 新庁舎の整備方針 

事業の背景、目的 

本整備事業のコンセプト 

施設の概要 

施設の各機能の基本的な考え方 

イ 計画与条件 

敷地概要 

遵守すべき法制度等 

ウ 施設に関する要求水準 

建築(意匠)の計画概要 

建築(構造)の計画概要 

設備(電気・機械・昇降機)の計画概要 

その他設備の計画概要 

エ 整備費用(参考) 

新庁舎整備費用(設計、付帯施設及び解体工事を含む) 
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オ マスタースケジュール 

カ 設計・施工・工事監理業務に係る要求水準 

設計業務の対象 

設計業務の要求水準 

監理業務の要求水準 

キ 建設業務に係る要求水準 

建設業務の対象 

建設業務の要求水準 

ク 什器、備品、特殊機器に係る要求水準 

ＤＢ事業者が行う設計・工事・納品業務の対象 

設計業務の要求水準 

工事・納品の要求水準 

(6) 見積用添付図面の作成(付帯施設、解体工事含む) 

基本計画（案）に基づき、設計・施工・工事監理者選定の与条件となる次の

概略図(平面図、立面図、断面図等)案を作成する。立面図に関してはイメージ

パース(鳥瞰図及びアイレベル)を作成する。 

また、構造計画、設備計画の計画概要(各種比較検討書等を含む)を作成す

る。 

ア 建築 

① 仕様概要書 

② 仕上概要表 

③ 面積表及び求積図(建物・敷地) 

④ 敷地案内図 

⑤ 配置図 

⑥ 平面図 

⑦ 断面図 

⑧ 立面図 

イ 構造 

① 構造計画概要書 

② 構造関係特記仕様書 

③ 土質柱状図(調査業務は本組合が別途発注する) 

ウ 設備(電気設備) 

① 電気設備計画概要書 

② 各種技術資料 

③ 系統図 

④ 各室諸元表 
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エ 設備(給排水衛生設備) 

① 給排水衛生設備計画概要書 

② 各室諸元表 

オ 空調換気設備 

① 空調換気設備計画概要書 

② 各種技術資料 

③ 各室諸元表 

(7) 審査委員会運営支援(準備資料作成、質疑応答等) 

４ 設計・施工・工事監理者選定支援業務 
設計・施工・工事監理者を選定するにあたり、発注者が設置する設計・施工・

工事監理者選定審査委員会において、事務局として参画し、委員会資料の作成を

行うとともに、委員会に出席し委員会運営を支援するもの。なお、選定過程につ

いて「設計・施工・工事監理者選定報告書」にまとめ提出すること。 

(1) 応募者からの質疑応答支援管理 

(2) 応募者の資質評価支援 

(3) 応募者の技術対話(ＶＥ提案への対話等) 

(4) 提案の技術的評価支援、比較表の作成 

(5) 提案内容分析及びヒアリング事項の抽出等 

(6) 審査委員会運営支援(準備資料作成、質疑応答等) 

５ 基本設計、実施設計段階支援業務 
設計内容が発注者の要求水準(施工性・コスト・スケジュール・品質等)を満た

しているか確認するとともに、事業の全体計画に沿って、設計業務の工程を把握

し支援する。 

(1) 設計業務方針の確認 

(2) 設計内容における要求品質の反映の確認 

発注者の要求水準との整合性を確認し、施工性・コスト・スケジュール・品

質等の観点から概略の検討を行い、その結果を発注者に報告する。 

(3) 什器・備品・特殊機器・付帯施設への対応 

什器・備品・特殊機器・付帯施設に関する仕様の検討、整理及び設計への反映

状況を確認し、発注者への助言を行う。 

(4) 設計スケジュールの確認・調整・管理 

(5) 設計段階における意思決定支援及び設計に関する助言 

(6) 本設計内容に対するＶＥ／ＣＤ提案・協議・調整 

(7) 設計に対する概算工事費の確認・交渉支援 

(8) コスト推移の管理 
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第５章 業務の実施条件等 

各業務は、以下の条件及び適用基準等に基づいて行うこと。 

１ 打合せ及び記録等 
以下の受注者が関与した打合せ、協議等については、速やかに会議録を作成し、

次回打合せ時までに検討結果資料等を添えて発注者に提示後、わかりやすく分類し

て一元管理する。 

(1) 連絡調整によるもの 

(2) 定例打合せ(２週間に１回程度を基本とする) 

(3) その他発注者と行った会議や説明会における記録等 

２ 計画書・報告書等 
検討経緯が把握できるように整理し一元管理すること。 

３ 情報の取り扱いについて 
受注者は、本業務の遂行にあたり発注者の所掌する情報資産の保護について万全

を期すものとし、その機密性、完全性、可用性を維持するために必要な対策を講ず

るとともに、本業務において知り得た情報を正当な理由なく第三者に知らせるほか、

本業務の目的外に使用することの無いよう関係者全員に徹底させること。また、個

人情報の取り扱いについても、置賜広域行政事務組合個人情報保護法施行条例及び

関係法令等を遵守し、適切に保護すること。 

４ 業務報告 
本業務期間中の発注者の指定した時期に、事業進捗状況その他指定内容について、

取りまとめ、報告する。 

(1) 定期報告内容 

ア 月間業務結果報告 

イ 各会議、打合せ検討結果(資料は変更内容を明確に示す) 

ウ 事業進捗状況 （各事業及び全体事業のスケジュール、クリティカルパスの表

示） 

エ 翌月の業務計画 

オ その他(指定時のみ)事業費概算等各種説明資料 

(2) 報告の仕様 

ア 定期報告内容を電子ファイルに取りまとめたものを電子メールにより提出

する。 

イ 指定時のみプレゼンテーション用ファイル(Microsoft PowerPoint)も同様

に提出する。 
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第６章 成果物 

成果物は以下のとおり。 

なお、本成果物は業務内容で定義する提出書類であり、提出の対価として発注者

の検査及び受注者の請求権を発生させるものではない。また、この成果物に係る提

出後の民法（明治２９年法律第８９号）上の契約不適合責任は発生しないものとす

る。 

１ 成果物の規格等 
  以下のとおりとする。 

業務種別 成果物及び規格 部数 

基本計画策定支援

業務 

(1) 業務計画書 

(2) 業務報告書(定期・完了) 

(3) 基本計画(案) 

Ａ４版フ

ァイル綴

り及び電

子データ 

各２部 

(電子データ

は一式) 

設計・施工・工事

監理者選定準備支

援業務 

(1) 業務計画書 

(2) 業務報告書(定期・完了) 

(3) 入札契約方式決定経緯報告書 

(4) 要求水準書 

(5) 設計・施工・工事監理者選定

資料 

設計・施工・工事

監理者選定支援業

務 

(1) 業務計画書 

(2) 業務報告書(定期・完了) 

(3) 設計・施工・工事監理者選定

報告書 

基本設計、実施設

計段階支援業務 

(1) 業務計画書 

(2) 業務報告書(定期・完了) 

(3) 基本設計・実施設計資料 
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２ 成果物の構成 
(1) 紙データ版 

以下の標準構成に基づき、ファイル綴りを作成して提出する。なお、構成や

成果物の項目については、適宜協議により修正を行うものとする。 

成果物 規格 備考 

ア 業務計画書 

① 業務概要 

② 業務工程 

③ 業務実施体制 

④ 配置技術者 

⑤ その他 
Ａ４版 

共通:文書表記は 10.5pt

以上を原則とする｡ただ

し､図面内に表記されてい

る画像処理された文字に

ついては､読み取れば可と

する｡ 

イ 業務報告書 

① 支援実施概要 

② 各業務報告 

③ 打合せ・会議記録(資料含む) 

④ 庁内等説明用資料 

⑤ その他報告・資料等 

ウ 基本計画(案) 

① 基本計画書(案) 

② 設計・工事費概算書 

Ａ４版 

共通:文書表記は 10.5pt 以

上を原則とする｡ただし､

図面内に表記されている

画像処理された文字につ

いては､読み取れば可とす

る｡ 

エ 入札契約方式決定経緯報告書 

① サウンディング型市場調査結果 

② 入札契約方式決定経過 

オ 要求水準書 

① 要求水準書一式 

② 要求水準書添付図面 

カ 設計施工工事監理者選定資料 

① 工事発注計画書 

② 設計・施工・工事監理者選定用の資料

(案)一式 

キ 設計・施工・工事監理者選定報告書 

① 選定委員会資料(案) 

② 選定委員会議事録 

 設計・施工・工事監理者選考結果まと

め 
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ク 基本設計、実施設計資料 

① マネジメント実施概要 

② 目標・結果対比表 

③ 各業務分野別設計監修報告 

④ ＶＥ/ＣＤ提案他各種検討結果 

⑤ 全事業概算費 

⑥ 全事業工程スケジュール 

⑦ 予算関係資料 

⑧ 打合せ・会議記録(資料共) 

⑨ 庁内等説明用資料 

⑩ その他報告、資料等 

 ※１)成果物の名称や内容は、発注者と受注者との事前協議により詳細を決定する

こと。 

２)綴りは製本せず、着脱可能な厚型ファイルを使用すること。 

３)綴りは適宜分冊し、背表紙、インデックスを用いて分かりやすくまとめるこ

と。 

(2) 電子納品版 

以下の構成により電子納品版を作成し、提出する。 

成果物 規格 部数 備考 

紙データ版に収めた 

すべてのデータ 
ＣＤ－Ｒ又は 

ＤＶＤ－Ｒ 
２部 

正副とし、それぞれケースに

収める。 

※１)成果物のファイル形式は発注者と受注者との事前協議により詳細を決定する

こと。 

２)納品するＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒには、タイトルを記載するとともに、内部のデ

ータについても製本版と同じタイトルを付したフォルダやファイル名を作成

し、整理すること。 

３)データについては、製本版と同じ体裁で作成したＰＤＦ版とともに、以下の

形式により格納すること。 

① 文書：Microsoft Word 形式又は Microsoft Excel 形式 

② 表、グラフ：Microsoft Excel 形式又は Microsoft PowerPoint 形式 

③ 図面：ＤＸＦ又はＳＦＣ又はＪＷＷ 

④ 写真データ：JPEG 形式 

 

３ 記載内容の整理 
計画書、報告書等については、電子データ及び業務種目等により分かりやすく整

理し、目次や図面番号、インデックス等を適宜付けること。 
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第７章 業務スケジュール（案） 

 

 

第８章 その他 

１ 受注者は、業務の実施に当たり、関係法令及び条例を遵守するとともに、発注者

と協議を行い、その意図や目的を十分に理解した上で適切な人員配置のもとで進め

ること。 

 

２ 受注者は、本整備事業全般に関する発注者の業務支援者として、発注者の指示に

基づき、本整備事業に関わる関係者との協議事項や質疑が行われた場合には、発注

者を補佐し対応すること。この際、受注者は関係者に対し、発注者の業務支援者で

あること及びその役割を明らかにするとともに、公正で中立的な立場を厳に保持す

るものとする。 

以上 

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 10 3 4 10 3 4 10 3 4 10 3

コンストラクション・マネジメント業務（本業務）

新庁舎整備事業

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

新庁舎工事設計施工者選定資料

作成
設計施工者選定

・基本設計

・実施設計
旧庁舎

解体工事

基本計画

策定支援業務

設計・施工・工事監理者

選定支援業務

基本設計、実施設計

段階支援業務

設計・施工・工事監

理者

選定準備支援業務

基本計画策定


